
4 総事業費 千円1,433,308（残569,848）

る。

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅲ 整備事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 839 市単下排水路整備事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 08 土木費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

22 全市的に生活排水処理施設を整備する
項 04 都市計画費 目標 ― 目標

目 03 下水道整備費 実績 実績

施　策 1 生活排水処理施設整備の推進
細目 102 下水路等整備事業 目標 ― 目標

細々目 01 市単下排水路整備事業 実績 実績

基本計画該当頁 108 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード １９０２００ 評価者

氏　名
下水道課長
松本　秀喜

連絡先
22 - 9821 実績 実績

名称 建設部　下水道課 (内線) 2870

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

 市街地部では雨水、また、村落部では生活雑排水などの生
活排水処理施設整備等が未整備の区域の住民

　管路の新設及び改修整備を行い、浸水防除、公共用水域の水
質保全並びに公衆衛生の向上に寄与するとともに、自然環境、生
活環境が改善され、快適な暮らしをすることができる。

事業進捗率(投資事業額/総事業
費)

全体総事業に対する投資済事業費の比率
により、事業の進捗状況が把握できる。

　　％
目標 57 目標 62

65 69
実績 57 実績 62

施工率(施工済管路延長/実施計
画管路延長)

実施延長に対する施工済延長の比率によ
り、事業の進捗状況が把握できる。

　　％
目標 56 目標 58

61 63
実績 56 実績 58

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 5 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 27 年度
【管路施設工事】
　　　東高倉下水路Ｌ＝２３２m　・　岩倉下水路Ｌ＝７２m
　　　四十九町下水路Ｌ＝３２８m　・　野間下水路Ｌ＝７９m
　　 上野桑町下水路Ｌ＝２７m　　計　７３８m

【管路施設測量設計業務委託】
　　 東高倉・野間・小田町下水路

状
況
変
化
等

  本事業は、降雨による浸水防除、公共用水域の水質保
全、生活環境の改善等に効果がある。
  しかし、上野管内の市街化区域については、公共下水道
事業（上野処理区）で推し進める計画である。
　この計画は、長期の事業期間を要するため、降雨による
浸水防除のための管路新設、既設管路の改修は今後も
必要であるが、公共下水道事業を進める今、現在事業実
施中の区域においては、一部計画の見直しが必要であ

評価項目

必要性

ポイント

3
降雨による浸水防除、また、生活環境の改善が図れ、市民の快適な暮らしを支える事務事業であり、必要である。

評価項目についてのコメント

有効性 3
この計画は、長期の事業期間を要するため、降雨による浸水防除のための管路新設、既設管路の改修は今後も必要であ
るが、公共下水道事業を進める今、現在事業実施中の区域においては、一部計画の見直しが必要である。

達成度 4
計画とおり執行できた。

効率性 2
公共下水道事業上野処理区が、事業認可（着手）されれば、市街化区域内での当事業の実施年度を検討する必要があ
る。

整

1

備内容

建設用地 岩倉他２７地内（実施中：岩倉・
東高倉・小田町・四十九町・野
間）

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造 管路施設L=30.4km　(実施地区
計画残管路延長１２．７ｋm)

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ｃ

事業の方向性

縮小

改善についての取り組み

一部、計画の見直しが必要
3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度 17 18 19 20 21

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
事 業 内 容 単位

(千円)
管路施設 581 m 29,504 管路施設 738 m 41,952 管路施設 660 m 35,000 管路施設 660 m 35,000 管路施設 660 m 35,000 管路施設 660 m 35,000
測量・設計 1 式 10,536 測量・設計 1 式 9,585 測量・設計 1 式 14,000 測量・設計 1 式 14,000 測量・設計 1 式 14,000 測量・設計 1 式 14,000

工事
水道移設補償 1 式 1,368 水道移設補償 1 式 0 水道移設補償 1 式 3,000 水道移設補償 1 式 3,000 水道移設補償 1 式 3,000 水道移設補償 1 式 3,000

その他 1 式 23

進捗率
(％)

57 62 65 69 73
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 41,408 事業費計(A) 　 Σ 51,560 事業費計(A) 　 Σ 52,000 事業費計(A) 　 Σ 52,000 事業費計(A) 　 Σ 52,000 事業費計(A) 　 Σ 52,000

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 45,008 55,160 55,600 55,600 55,600 55,600

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 41,408 51,560 52,000 52,000 52,000 52,000

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 3,813 4,941 5,500 5,500 5,500 5,500
そ   の   他
一 般 財 源 37,595 46,619 46,500 46,500 46,500 46,500
計 41,408 51,560 52,000 52,000 52,000 52,000

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	市単下水路

